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障害者雇用状況調書

	許可番号
	　商号又は名称代表者氏名
	住所
	備考

	大臣

知事
	般

特
	第　　　　　号
	　
	　
	　


	1　雇用の状況
	①事業所の数
	　

	区分
	合計
	事業所別の内訳

	②事業所の名称
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	③事業所の所在地
	
	　
	　
	　
	　
	　

	④事業の内容
	
	　
	　
	　
	　
	　

	⑤除外率
	
	％
	％
	％
	％
	％

	⑥常用雇用労働者の総数
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑦法定雇用労働者数の算定の基礎となる労働者の数
	人
	人
	人
	人
	人
	人


2　障害者の数
	区分
	合計
	事業所別の内訳

	⑧身体障害者の数
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)

	⑨知的障害者の数
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)

	⑩精神障害者の数
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)

	⑪計　(⑧＋⑨＋⑩)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)
	人

(　　　　　　)

	⑫雇用率

(⑪／⑥又は⑦×100)
	％
	　

	⑬障害者の超過(不足)数

(⑪－⑦×1.8％)
	人
	


(裏面)

　記載要領

1　この様式は，障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和35年法律第123号。以下「障害者雇用促進法」という。)第2条第1号に規定する障害者を常時雇用する労働者として雇用している者に限り提出すること。

2　太枠で囲った欄は，この調書を提出するすべての者が記入すること。

3　「①事業所の数」の欄には，申請者の主たる営業所(本店)，営業所(支店等)，工場，事務所等すべての事業所の合計数を記入すること。

4　②から⑤までの欄及び⑦の欄は，障害者雇用促進法施行規則(昭和51年労働省令第38号。以下「施行規則」という。)第8条の規定に基づき障害者の雇用に関する状況を報告した者に限り記入するものとし，記載に当たっては，当該報告に使用した様式(「障害者雇用状況報告書」)裏面記載の〔注意〕に準じて記入すること。

5　「⑥常用雇用労働者の総数」の欄には，常時雇用する労働者の数(法人にあっては役員である者，個人にあっては事業主である者を除く。)を記入すること。

6　⑧から⑩までの欄には，身体障害者手帳，療育手帳，精神障害者保健福祉手帳(以下「手帳等」という。)の交付を受けた者の数を記入すること。(1人の者が複数の手帳等を有する場合には1人として記入すること。)

7　⑧，⑨及び⑪の欄の(　)内には，障害者雇用促進法施行規則第8条の規定に基づき障害者の雇用に関する状況を報告した者に限り，内数として，当該報告書提出後，この参加資格審査の申請日までに雇い入れた障害者があるときに，その人数を記入すること。

8　「⑫雇用率」の欄は，施行規則第8条の規定に基づき障害者の雇用に関する状況を報告していない者は⑥の人数により，報告した者は⑦の人数により算出するものとし，小数点第2位を四捨五入した数を記入すること。

9　「⑬障害者の超過(不足)数」の欄は，施行規則第8条の規定に基づき障害者の雇用に関する状況を報告した者に限り記入すること。なお，障害者の雇用数が不足する場合には，人数の前に▲(マイナス)を記入すること。

10　施行規則第8条の規定に基づき障害者の雇用に関する状況を報告した者については，障害者雇用状況報告書の写し(管轄公共職業安定所の確認印を受けたものであること。)を添付すること。なお，⑧，⑨及び⑪の欄の(　)内に人数を記入した者及び⑩の欄に人数を記入した者は，該当する者の手帳等の写し及び常勤性を確認できる書類(健康保険，厚生年金保険被保険者標準決定通知書(社会保険事務所の受付日が申請日直近のものであること。)の写し等)を添付すること。

11　障害者雇用促進法第43条第5項の規定に基づき障害者の雇用に関する状況を報告する義務のない者(常用雇用労働者の数が56人未満である者)は，この調書に記載した障害者の手帳等の写し及び常勤性を確認できる書類(健康保険，厚生年金保険被保険者標準決定通知書(社会保険事務所の受付日が申請日直近のものであること。)の写し等)を2名に限り添付すること。

＊笠間市内に本店がある方のみ、評価の対象となります。

